
事 業 概 況 （平成 31年 2月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 30年度労災保険業務機械処理の平成31年 2月末現在における保険給付支払総額は7,110億円で、前年同期に比べ

て1.3％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が3,496億円で49.2％と最も大きく、次いで療養補償給

付が2,285億円で32.1％を占めている。以下、休業補償給付が12.6％、障害補償一時金が3.8％、遺族補償一時金が1.0％、

介護補償給付が0.8％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が8.4％増、療養補償給付が5.8％増、

休業補償給付が3.6％増、障害補償一時金が0.1％増となっているのに対し、遺族補償一時金が2.3％減、年金等給付が1.7％

減、介護補償給付が0.7％減、葬祭料が0.1％減となっている。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 701,557,200 100.0 0.1 711,018,727 100.0 1.3

療 養 補 償 給 付 216,057,905 30.8 3.4 228,548,811 32.1 5.8

休 業 補 償 給 付 86,512,670 12.3 1.1 △    89,608,436 12.6 3.6

障 害 補 償 一 時 金 27,336,586 3.9 2.5 △    27,372,372 3.8 0.1

遺 族 補 償 一 時 金 7,120,791 1.0 10.3 6,956,566 1.0 2.3 △    

葬 祭 料 1,888,850 0.3 0.5 △    1,886,677 0.3 0.1 △    

介 護 補 償 給 付 5,971,438 0.9 2.1 △    5,927,658 0.8 0.7 △    

年 金 等 給 付 355,605,677 50.7 1.5 △    349,565,235 49.2 1.7 △    

二 次健 康診 断等 給付 1,063,284 0.2 6.4 1,152,972 0.2 8.4

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が2,120億円で29.8％、「建設事業」が2,033億円で28.6％、

「製造業」が1,732億円で24.4％となっている。以下、「運輸業」が10.8％、「鉱業」が 3.7％、「林業」が1.7％、「船舶

所有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」が4.9％増、「運輸業」が3.2％増、「船舶所有

者の事業」が1.1％増、「製造業」が0.2％増となっているのに対し、「鉱業」が6.8％減、「林業」が4.3％減、「漁業」が

1.2％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.5％減、「建設事業」が0.3％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 701,557,200 100.0 0.1 711,018,727 100.0 1.3

林 業 12,787,717 1.8 5.6 △    12,243,094 1.7 4.3 △    

漁 業 2,229,556 0.3 9.7 △    2,202,859 0.3 1.2 △    

鉱 業 28,291,651 4.0 4.9 △    26,356,544 3.7 6.8 △    

建 設 事 業 203,938,508 29.1 1.0 △    203,326,659 28.6 0.3 △    

製 造 業 172,944,951 24.7 0.6 △    173,209,133 24.4 0.2

運 輸 業 74,498,170 10.6 0.1 76,862,304 10.8 3.2

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,785,750 0.3 7.0 1,776,417 0.2 0.5 △    

そ の 他 の 事 業 202,066,703 28.8 3.0 211,995,568 29.8 4.9

船 舶 所 有 者 の 事 業 3,014,194 0.4 0.9 3,046,150 0.4 1.1
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成29年度　30年2月末

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が1,904億円で54.5％と最も大きく、次いで障害補

償年金が1,323億円で37.8％、傷病補償年金が269億円で7.7％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が1,156億円で33.1％、「製造業」が998億円で28.5％、

「その他の事業」が685億円で19.6％となっている。以下、「運輸業」が10.7％、「鉱業」が5.3％、「林業」が1.9％、「漁

業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

平成30年度　31年2月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 132,264,127 190,441,737 26,859,371 349,565,235 100.0

林 業 1,873,348 4,323,144 320,032 6,516,525 1.9

漁 業 345,983 1,112,970 71,170 1,530,123 0.4

鉱 業 1,686,080 13,074,022 3,594,567 18,354,668 5.3

建 設 事 業 36,780,068 68,937,926 9,854,607 115,572,601 33.1

製 造 業 49,239,016 45,473,276 5,079,559 99,791,851 28.5

運 輸 業 13,949,115 21,421,573 2,195,170 37,565,858 10.7

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
226,699 684,507 79,511 990,717 0.3

そ の 他 の 事 業 27,948,518 34,970,342 5,627,900 68,546,760 19.6

船 舶 所 有 者 の 事 業 215,299 443,976 36,857 696,132 0.2

構 成 比 37.8% 54.5% 7.7% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

 

 

 

 

 



保 険 料 

 

  平成 30年度労災保険業務機械処理の平成31年 2月末現在における保険料徴収決定済額は8,621億円で、前年同期に比

べて1.5％減となっている。保険料収納済額は8,358億円で、前年同期に比べて1.3％減となっている。また、収納率につ

いてみると96.9％となっており、前年同期に比べて0.2ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が4,067億円で47.2％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,936 億円で 22.5％、「製造業」が 1,612 億円で 18.7％を占めている。以下、「運輸業」が 8.6％、「船舶所有者

の事業」が 1.6％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

区　分　

平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度

　業　種 30年2月末 31年2月末 30年2月末 31年2月末 30年2月末 31年2月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 875,270,860 862,074,506 100.0 1.5 △   846,475,653 835,760,655 100.0 1.3 △   96.7 96.9

林 業 5,374,642 5,475,981 0.6 1.9 5,202,561 5,307,713 0.6 2.0 96.8 96.9

漁 業 1,984,436 1,950,806 0.2 1.7 △   1,883,246 1,877,637 0.2 0.3 △   94.9 96.2

鉱 業 2,814,997 2,733,980 0.3 2.9 △   2,518,854 2,458,466 0.3 2.4 △   89.5 89.9

建 設 事 業 201,919,354 193,618,356 22.5 4.1 △   186,807,379 179,623,073 21.5 3.8 △   92.5 92.8

製 造 業 161,923,339 161,207,310 18.7 0.4 △   158,919,880 158,648,058 19.0 0.2 △   98.1 98.4

運 輸 業 74,084,242 74,502,163 8.6 0.6 71,005,797 71,811,817 8.6 1.1 95.8 96.4

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,346,473 2,249,254 0.3 4.1 △   2,346,260 2,247,639 0.3 4.2 △   100.0 99.9

そ の 他 の 事 業 410,829,542 406,699,855 47.2 1.0 △   404,288,597 400,555,323 47.9 0.9 △   98.4 98.5

船舶所有者の 事業 13,993,836 13,636,801 1.6 2.6 △   13,503,079 13,230,928 1.6 2.0 △   96.5 97.0

構成比

対前年

同　期
増減率

構成比

対前年

同　期
増減率

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況

 


